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はじめに
　『資本論』全3部を見るとき、「制度」の導入が行われているといえるのは第1部の最初の貨幣に関する篇での貨幣制度の展開の基礎と、第3部の競争と利潤率の均等化の篇の後に利子生み資本の規定を与えたあとの信用制度および信用の機能にふれた部分である。

　貨幣の篇においては、諸商品交換者同士の交換不可能性を解決するものとしての貨幣の導出が価値形態論そして交換過程論で行われている。そして、流通手段としての貨幣のうち金鋳貨についてはその製造とその磨耗にたいして国家の関与が示唆されている。しかしそこでは、貨幣制度そのものを展開することは行われない。商品交換のなかからすなわち商品所有者相互の交換行為のなかからその共同行為として貨幣が導出され、そしてその等価交換としての商品流通を円滑に進行させるために貨幣価値の安定に国家がかかわることが示されている。

　同様に、信用制度も貨幣の導出と同様に資本家相互間の商品交換から導出される、すなわち資本家間での手形の振り出しによる債権債務関係から信用制度（銀行制度）の形成を導き出すことができるという理解は、貨幣の篇と方法上整合しているといえる。そして、これが通説である。しかしそれでは、あくまで個別の資本家相互間での信用関係の累積にとどまり、社会全体の再生産過程までは到達できない。

　ここで、個別の商品流通から信用制度を導出するという方法とは別の、資本蓄積とかかわる信用制度の導出方法を拡大再生産表式の叙述に見ることができる。マルクスは『資本論』第3部の草稿を書き終えたあと(1865年)、その16年後のその最晩年（1881年）に拡大再生産表式の草稿（第8稿）を書き終えることができた。そこでは、貨幣流通と商品流通の関連を分析している拡大再生産表式で信用制度の導入を行っている記述をみることができる。この『資本論』第2部第3篇の拡大再生産表式での蓄蔵貨幣の形成と支出と商品流通から必要とされる信用制度の導入にマルクスの「制度」観の一端を見ることができる。

蓄積基金の形成と支出の合致での絶え間のない不均衡と信用制度および金融市場による

　均衡の達成

　第2稿（1870年）と第8稿から構成された『資本論』第2部の再生産表式の叙述のうち、第8稿の部分で重視されている一つのことは蓄蔵貨幣の形成と支出の問題である。それは、資本蓄積が存在しない単純再生産表式でも固定資本の減価償却と更新の間の均衡として明らかにされている。しかしこのことは、拡大再生産表式では触れられないままに終ってしまった。

　拡大再生産表式では、資本蓄積に際しての蓄積基金の形成と支出の間の均衡が自然にそれ自体として成立するのは大変に困難であること、つまり多数の諸資本の絡み合いの中から多年にわたる一方的な商品の販売の継続によってそれぞれ年齢構成の違う蓄積基金の形成を行う資本家群Bと、蓄積基金の形成を終えて一方的な購買者として実物資本の蓄積を行う資本家群Aとの間での販売と購買の均衡、あるいは蓄蔵貨幣の形成と支出との均衡が常に達成されるとはいえない。たとえ蓄積年数が一定であると仮定しても、経済の規模は年年拡大しているのであるから、年年の商品販売量すなわち一方的な販売による蓄積基金の形成量は、技術進歩を考慮に入れなくても他の諸条件が一定であれば年年の経済成長率に対応して拡大していく。他方で購買者となる実物資本での蓄積あるいは投資を行う資本家群Aが、資本家群Bの一方的な商品販売額に見合った資本蓄積あるいは投資を自動的に行う要因は表式それ自体には存在しない。なお、一方的な販売は消費手段でもよい。

マルクスは『資本論』の再生産表式では、それは均衡するものと考えるとして叙述を進めている。「しかし、単に一方的な諸変態、すなわち一方では大量の単なる購買、他方では大量の単なる販売が行われる限り……、均衡はただ、一方的な購買の価値額と一方的な販売の価値額とが一致することが前提される場合にしか存在しない。……。均衡は……それ自身一つの偶然だから、それらの諸条件はそっくりそのまま、不正常な経過の諸条件に、恐慌《の諸可能性》に一転するのである」(KⅡ.〔Ms.Ⅷ.S.51〕S.490～491)。

単純再生産表式での固定資本の磨損と更新の考察（第8稿）のなかでも、このような一方的な購買による蓄蔵貨幣の形成と、それまで形成してきた蓄蔵貨幣の一方的な支出による固定資本の購買に際して起こりうる不均衡について、次のようにふれている。「このような不均衡は、固定資本がただ維持されるだけの場合にも起こりうるし、また起こらざるをえないということ」（KⅡ.S.465）。ただし、一定不変な規模の単純再生産の前提からは、このような状態の想定は困難であるが、マルクスは蓄蔵貨幣の一方的な形成すなわち一方的な販売と、他方でのそれまで形成されてきた蓄蔵貨幣の一挙の支出すなわち一方的な購買とが均衡するとは最初からはいえないことに注目している点で、拡大再生産表式での蓄積基金の形成と支出に際して生じうる不均衡と同質である。

マルクスは多数の個別諸資本の販売と購買の絡み合いのなか蓄蔵貨幣の形成と支出が行われるとき、社会全体として一方的購買と一方的販売とが均衡するようにあるいは連続するような自動的な機構は、貨幣流通と商品流通との交錯の中での資本蓄積による生産規模の拡大を見ている拡大再生産表式にはそれ自体としては存在しないことを述べている。このような個別諸資本が交錯しあう、そして一方的な購買と一方的な販売を含む商品流通・貨幣流通において、それらの販売と購買との連関に作用する社会的な制度すなわち信用制度が背景にあることが必要となる。貨幣流通と商品流通の交錯を包括しそれらを連続させていく社会的な制度としての信用制度について、マルクスは『資本論』第2部第2篇第17章「剰余価値の流通」（第2稿）で次のように述べている。「事態を現実に起きるとおりに見るならば、あとで使用するために積み立てられる潜在的な貨幣資本は次のものから成っている。/１．銀行預金。……。2.政府証券。……。3.株式。……。/すべてこれらの場合には貨幣の積み立てが行われるのではなく、一方で貨幣資本の積み立てとして現れるものは、他方では貨幣の不断の現実の支出として現れるのである」（KⅡ.S.349～350）。あるいは、第21章「蓄積と拡大再生産」では「可能的貨幣資本として積み立てられているこの剰余価値を利潤のためにも「収入」のためにも使用できるものに止揚という欲求は、信用制度と「諸有価証券」とにその努力の目標を見いだす。これらものによって貨幣資本は、別の形態で、資本制生産体制の経過と発展とに、まことに巨大な影響を与えることになるのである。」（KⅡ.〔Ms.Ⅷ.S.54〕S.489）と述べているのも、その信用制度あるいは金融市場の存在によって現実には一方的な購買と他方での一方的な販売との間に均衡が存在しうるようになるという認識を表しているといえよう。ここでは、一方的な購買を行う資本家群Aと一方的な販売を行う資本家群Bとの間で生じうる不一致あるいは不均衡の可能性だけではなく、拡大再生産の年年の進行のなかで資本家群Aと資本家群Bとの間で、ある年度のAは次年度には資本家群Bの一員として一方的な販売を行うときに、蓄積年数を導入して考えるとAとBとの間の不均衡に新しい一面を見出すことができる。

すなわちここで、固定資本の耐用年数あるいは減価償却が行われる期間を一定とするとき、経済成長率に対応して拡大再生産での減価償却が更新を常に上回る事態が生じる（D＞R）。これと同様に蓄積年数を一定とするとき（技術進歩は考えない）、一方的な販売によって蓄積基金を形成する資本家群Bでは年年形成される蓄積基金の量あるいは額は増加していく,つまりその年の商品の販売による蓄積基金の形成はその大きくなった量として行われるのであるが、それに対して生産手段の一方的な購買を行う資本家群Aは蓄積年数に応じて積み立てられてきたより小さな部分を含む蓄積基金の支出を行うのであって、ここでは固定資本での　減価償却＞更新　と同様の、蓄積基金の形成＞蓄積基金の支出　という事態が生じることになる。この不均衡は資本家群Aの側での資本蓄積のより多くの増加あるいは投資のより多くの増加によって解消されることになる。この投資のより多くの増加が可能になるためには、信用制度あるいは金融市場の背後での存在を必要とするであろう。そのようにして、資本家群Aが一方的な購買あるいは投資をより多く行うことによって社会全体として一方的な販売と一方的な購買とが均衡することが可能となる。

このように見てくると、信用制度は商品流通と貨幣流通の正常な進行とともに再生産過程が正常に進行するような社会的な制度あるいは装置として、資本家の共同行為のなかから生みだされたものだといえよう。このような関係が維持されるなかに資本家の投資行動そして投資需要が位置している。

次に、拡大再生産あるいは経済成長が持続する経済では、貨幣の流通速度を一定とすれば、商品流通に必要な貨幣量は年年増加する。マルクスは次のように書いている。「AたちとBたちとは(Ⅰ)、剰余生産物を追加的な可能的貨幣資本に転化するための貨幣をかわるがわる供給しあうのであり、また、新たに形成された貨幣資本を購買手段としてかわるがわる流通に投げ返すのである。/ここで前提されているただ一つのことは、国内に存在する貨幣量だけで（流通速度、等等は前提されている）貨幣蓄蔵のためにも実際の流通のためにも十分だということである」（KⅡ.〔Ms.Ⅷ.S.54〕S.495）。

しかし、ある年度の貨幣量が実際の商品流通そして蓄蔵貨幣の形成のためには十分だとしても、翌年には経済の拡大により不足する。そのために、信用制度のもとでの信用創造の存在を表式の背後に想定しなければならないのであり、またその信用創造の行き着く先としての中央銀行を拡大再生産での商品流通と貨幣流通の背後に想定しなければならない。

なお、資本蓄積での蓄蔵貨幣の形成と支出において、一方的な商品の販売と他方での一方的な購買との連関をより高めていくためには、様様な信用の諸手段の発展だけでなく同時に蓄蔵貨幣の社会的な集中を必要とする。

むすび

　以上のように、信用制度は社会全体としての再生産過程が円滑に進行するための諸条件を満たすために、個別資本家の社会的な共同行為として生み出されたものだといえる。その点で貨幣制度と共通している。この信用制度は同時に、蓄蔵貨幣の貯水池として金融市場が随伴するときその機能をより一層発揮できる。

　そして、信用制度および金融市場のあり方は国あるいは時代によって変化しうるものであって、19世紀末から20世紀初頭のドイツ型の金融資本を典型とするとはいえない。信用制度および金融市場は、社会的な拡大再生産過程での資本蓄積にともなう商品流通および貨幣流通の正常な進行を維持できる社会的な装置として機能することがその存立の根拠であり、その上に貨幣流通および商品流通への反作用を含んで各国での差異が存在している。

　その点で、「自由な市場経済（liberal market economies）」と「協調的な市場経済（coordinated market economies）」という類型化は、社会的な再生産過程と信用制度および金融市場の関係を捉えるためには有効だと考えられる〔Peter A. Hall and David Soskice〕。
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